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東京都 旧耐震分譲マンションの建替え促す  
不動産会社が参画しやすいよう容積率を緩和 

図表1：東京都のマンション概要 

（審査確認番号H29-TB88） 

図表2：旧耐震の分譲マンションが多い区（東京都） 

 東京都は、老朽化した分譲マンションの建替え促進のため、容積率を緩和して不動産会社が参画し
やすくする。 

 都内には約１万２千棟の旧耐震の分譲マンションがあり、都の取り組みで建替えが進めば、全国へ
の波及効果も期待される。 

出所：図表1～２は東京都都市整備局「マンション実態調査結果（2013年3月）」資料を基にニッセイアセットマネジメントが作成 

※1：旧耐震基準とは、建築物の設計で適用される地震に耐えることのできる構造の基準で、1981（昭和56）年5月31日ま
での建築確認において適用されていた基準をいう。これに対して、その翌日以降に適用されている基準を新耐震基準と
いう。旧耐震基準は、震度5強程度の揺れでも建物が倒壊せず、破損の場合は補修により生活が可能な構造基準として設
定されている。一方、新耐震基準は震度6強～7程度の揺れでも倒壊しないような構造基準として設定されている。 

※2：容積率とは、建築物の延床面積の敷地面積に対する割合。敷地面積3,000㎡の土地で容積率が100％高まれば建築可能
面積が3000㎡増加し、単純計算で広さ75㎡のマンションを40戸多く供給できる。 
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※3：括弧内はマンション総数に占める比率

 阪神淡路大震災等の大規模地震で老朽化した建物に大きな被害が出たことから、政府は旧耐震基準※1の建
物の建替えを進めています。しかし、分譲マンションは建替えに居住者の５分の4の賛成が必要であるこ
とに加え、駅や学校、病院等の施設が隣接しているか等の立地条件を整える必要があること等から、比較
的高い収益性が見込め、不動産会社が参画するケース等一部に限られているようです。 

 2014年2月に政府が「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」の一部を改正したことを受けて、東
京都はマンションの建替え促進を図るため、2017年３月に新たな容積率※2の許可要綱を策定しました。
旧耐震分譲マンションの建替え促進のため、土地ごとに定められた基準容積率に上乗せされる割増容積率
の上限を、これまでの300％から400％に高めることとしました。区市が計画を定め、それに基づいて都
が対象地区を指定し、指定された地区内の旧耐震分譲マンションは周辺との共同建替えを条件に容積率の
条件緩和を受けることが可能となります。 

 東京都の2011年８月の調査（2013年３月公表）では都内に約13万3千棟のマンションがあり、内約5万3
千棟が分譲マンション（全体の約4割）で、その内の約1万2千棟（分譲マンションの約22％）が旧耐震基
準で建築されています。東京都の旧耐震マンションの棟数は全国の３分の1弱を占めるとの調査結果もあ
ります。容積率を増加させることで戸数増加が可能となり、①建替え事業の収益性向上で不動産会社等が
再開発に参画しやすくなる、②入居者の高齢化で資金面で建替えが困難な場合でも、分譲戸数増加で自己
負担が軽減されるケースが生じる等の効果が期待できます。 

 東京都の取り組みが全国へ広がれば、政府が進める国土の強じん化が一段と前進するものと思われます。
老朽化マンションの建替えに合わせて近隣地域の再開発が進むことも考えられ、不動産市況の下支え要因
となる可能性もあります。 

212 224 243 186 141

764 621 543 573
525

0

500

1,000

1,500

世田谷 港 渋谷 新宿 大田

（棟） （調査時点：2011年８月１日）

1971年以前建設

1972～81年建設


	スライド番号 1

